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「アクセス抑止方策に係る検討の論点」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 

 

 

  



別紙 

 

検討・実施に当たっての基本的な考え方及び進め方について 

論点１： アクセス抑止方策の検討に際して

は、インターネット上の海賊版の現状につ

いて関係者の共通認識のもとで議論を進め

るべきではないか。 

論点案の通り、関係者の共通認識のもと

での丁寧な議論が必要と考えます。 

論点２： インターネットの特徴や役割を踏

まえて、あるべきネットワークの姿は何か

を考慮しつつ議論を進めるべきではない

か。 

インターネットは民間主導のもと、その

時々の技術進歩を踏まえ、さまざまな形で

発展してきました。基本的には自律分散の

構成であるため、ISP によりそのネットワ

ーク構成は多種多様です。アクセス抑止方

策の検討にあたっては、そのような多様性

や技術の進歩を阻害することが無いよう検

討を行うことが必要と考えます。 

また、インターネットは日本だけで成り

立つものではなく、海外の電気通信事業者

との相互接続が広く行われています。日常

的に使われるブラウザなども海外で開発さ

れて世界中で使われているものが多いた

め、関係する当事者が広い範囲に及ぶこと

にも留意する必要があります。 

よって論点案のとおり、インターネット

の特徴やあるべきネットワークの姿を考慮

しつつ、丁寧に議論を進めていただきたい

と考えます。 

論点３：具体的な方策の検討に当たっては、

海賊版サイトにアクセスするユーザにとど

まらず、多くのネットユーザにも影響があ

り得ることから、幅広いユーザの声に耳を

傾け、 ユーザの理解を十分に得て進めるこ

とが必要ではないか。 

利用者の積極的な意思で行うフィルタリ

ングと異なり、ブロッキングやアクセス抑

止方策は、論点案の通り海賊版サイトへの

アクセスの有無にかかわらず、一度すべて

の利用者の通信内容をチェックする点で、

通信の秘密への影響が極めて大きい手法で

す。 

また、アクセス抑止策に用いられる装置

や技術は、広くインターネット上の検閲や

ブロッキングなどにも転用可能です。 



現在、極めて悪質な児童ポルノに限定し

て行われているブロッキングは、「これ以

外に広げることはない」という官民の約束

の上で、2011 年から電気通信事業者の自主

的な取り組みとして、利用者の皆さまの理

解を得ながら行ってきました。そのような

中で 2018 年に政府が海賊版サイトへのブ

ロッキングを「要請」し、その議論が混迷

を極めたことは、一度このようなしくみを

導入してしまった後で、その範囲が広がら

ないように厳格に守ることの難しさを示し

ています。 

国民の重要な権利である通信の秘密や表

現の自由への干渉につながる手法を検討す

るにあたっては、最大の利害関係者である

インターネットユーザ（国民）を抜きに進

めることは考えられません。 

よって論点案のとおり、幅広いユーザの

声に耳を傾け、丁寧な合意形成のプロセス

を行っていくことが必要です。 

論点４：アクセス抑止方策の実際の導入に

向けた詳細調整・実施は、民間部門におい

て主体的・主導的に進められるべきではな

いか。 

インターネットは民間主導のもとに発展

してきました。もしアクセス抑止方策を導

入するのであれば、論点案のとおり、その

調整・実施は民間部門を抜きにしては考え

られないと思います。 

また、ネットワーク上でアクセス抑止方

策を導入する場合、法的な問題をクリアす

るためには運用の正当性も不可欠になりま

す。児童ポルノのブロッキングの例になら

い、対象サイトのリストの作成、管理を透

明かつ中立的に行う必要があります。これ

を政府やその関連組織が行うとなれば、そ

れは検閲に他ならないため、政府から十分

独立した民間部門において行うことが必要

です。 

アクセス警告方式の実現に向けた検討課題 



論点５：アクセス警告方式を何のために行

うのか、どのような意味を持つのか等、実

施の前提について議論すべきではないか。

ユーザによる海賊版コンテンツのダウンロ

ード行為が違法か違法でないかによって、

違いがあるか。 

違法でないコンテンツに対してアクセス

抑止を行うことは合理的でないばかりでな

く、法的にも問題があります。論点案にあ

るように、ダウンロード行為が違法である

か否かは重要な違いと考えます。 

もっとも、ダウンロードが違法であるこ

との一点をもって、ユーザが違法な行為を

行わないために他の利用者を含めた通信の

秘密の侵害となるおそれのある手法をとる

ことが許されるかについては、別途十分な

検討が必要と考えます。 

論点６：アクセス警告方式にはどのような

メリット・効果があると考えられるか。 

 利用者の同意を適切に取得することを前

提に、ブロッキングに比べて利用者の権利

を侵害する度合いが低い手段であるとは考

えられます。 

論点７：アクセス警告方式の実施の前提と

しての法的整理に関し、個別の同意が必要

か、あるいは、包括同意で足りると整理す

ることが可能か。 

 法的な検討は構成員の先生方に委ねます

が、通信の秘密は基本的人権の中でもきわ

めて重要な表現の自由と密接に関連するこ

と、本件における検討の結果は将来、他の

類型のアクセス制限等が検討されるときに

も少なからぬ影響を与えることを考える

と、慎重な議論を要するところであると考

えています。 

 少なくとも、利用者の知らないうちに同

意したことになっているような制度は、通

信の秘密を守るべき通信手段に適用される

ことは好ましくありませんし、拒否の意思

表示をすることに萎縮が生じるような場合

は、利用者の真摯な同意とはいえません。

また、利用者が拒否の申出をした事実自体

は通信の秘密とはいえないものの、利用者

の内心にかかわる機微な情報であるという

こともできるため、その管理についても、

検討を要すると考えます。 

論点８：アクセス警告方式に関する技術的

な課題はあるか。 

十分な実効性を伴うアクセス警告方式を

ネットワーク側に実装する場合、現在 ISP



で採用しているネットワーク機器だけでは

できず、新たな設備を数多く導入する必要

が出てきます。 

これまでわが国では、政府の指示や要請

を受けた ISP による検閲のようなことが行

われてこなかったため、ISP にもこのよう

な運用のノウハウは蓄積されていません。

ネットワークの安定運用の点からも、ル

ーティングに起因する事故は少なからず発

生しており、ネットワークに不安定な要素

を持ち込むことになるという懸念もありま

す。 

ネットワークの基幹で設備工事を行う場

合、利用者への影響が生じないよう、深夜

に通信経路を切り替えながら行うことが一

般的です。一度に多くの設備で切り替えを

行うことは難しく、工期のかかる作業にな

ることが予想されます。 

ネットワーク構成は ISP によって大きく

異なるため、実装のポイントも異なること

となり、それぞれ技術的な課題が生じるこ

とにもなります。 

通信方式との関係においても、現在急速

に進展している常時 SSL 化（ブラウザとサ

ーバの間で常に暗号化通信をすること）、

DNS の不正な乗っ取りを防止するための

DNSSEC の普及などは、利用者の安全な通信

を実現するためのものである一方、ISP に

よるアクセス制限やアクセス警告の実施を

困難にする要素となります。 

論点９：アクセス警告方式の導入及び実施

のためのコストについて、どのように考え

るか。 

わが国には多数の ISP が存在し、規模も

ネットワーク構成もさまざまです。このた

め、コストについても各事業者によって大

きく異なると考えられますが、高速化・大

容量化する通信の中から対象の通信を的確

に見分けてアクセス警告をするためには、



それなりに高額なコストがかかります。 

海賊版サイトへのアクセス抑止のために

新規の設備を導入する場合、そのコストを

誰が負担するかは大きな議論のテーマにな

ります。仮に ISP 事業者が負担することと

なれば、それは結局毎月の通信料金に転嫁

されることとなり、国民の家計にも影響が

生じることとなるため、この点でも国民の

理解を得ていく必要があります。 

論点 10： その他、導入に当たって、法的・

技術的課題以外に検討すべき事項はある

か。 

アクセス警告方式で警告の対象となるサ

イトのリストの作成、管理のための透明か

つ中立的観点からのルール作り、運営主体

やオペレーション、コストについても検討

を行う必要があると考えます。 

その他アクセスを効果的に抑制するための方策に係る検討 

論点 11：端末側での対応策にはどのような

メリッ ト・効果があると考えられるか。 

端末側においてアクセス警告を実施する

ことは、少なくとも電気通信事業法との関

係では通信の秘密との問題が生じないこと

から、法的な問題は少ないと考えます。 

また、ISP のネットワークに新たな設備

を導入する必要がないことは、ISP 事業者

が直接大きな投資をする必要がないことに

加え、導入の迅速性の点でもメリットが大

きいと考えます。 

論点 12： フィルタリング等の端末側での

対応策はどのような方法が考えられるか。

フィルタリングのサービスは既に相当程

度普及しているため、フィルタリングソフ

トの開発元の協力を得て、リストに追加す

ることになると考えられます。 

電気通信事業者各社では、インターネッ

ト接続サービスの利用者に対し、未成年（青

少年）の方が利用する場合にはフィルタリ

ングを利用していただくよう働きかけを行

っていますが、当協会としてもフィルタリ

ングの普及啓発に引き続き取り組んでいき

ます。 

また、ブラウザのプラグインやアドオン



などの機能拡張で実装することができれ

ば、それも選択肢のひとつになります。 

論点 13： 端末側での対応策はどのような

技術的課題があるか。 

既存のフィルタリングは、主に青少年を

対象に、不適切なサイトへのアクセスを遮

断する機能であるため、成人に対して警告

を表示したうえでアクセスの判断を委ねる

ような機能は実装されていない場合があり

ます。 

既存のフィルタリングをベースにしてこ

れを実装する場合、アプリケーションの開

発などが必要となり、開発元をまじえた議

論が必要となるでしょう。 

ブラウザの機能拡張で実施する場合、標

準機能として実装してもらうのであれば、

日本国内の事情を開発元にどの程度理解し

てもらえるかが問題となりますし、プラグ

インで実装する場合、比較的自由に開発は

できる一方で、プラグインを利用者にイン

ストールしてもらう方法が課題となりま

す。いずれであっても、アクセス抑止方策

の対象となるサイトのリストの管理を誰が

どのように行うかは、別途課題になります。

論点 14： 端末側での対応策の導入及び実

施のためのコストについて、どのように考

える か。 

既存のフィルタリングをベースに考える

場合、端末側アプリケーションの開発コス

トのほかに、フィルタリングソフトの利用

料の負担が問題となります。多くのフィル

タリングソフトは、ウイルス対策ソフトと

同様に年間契約のサービスとして提供され

ており、ISP 事業者がフィルタリングを提

供する場合、ソフトの開発元と包括契約を

行い、ユーザ数に応じたライセンス料を支

払っているのが一般的です。 

ライセンス料はフィルタリングサービス

が必要な利用者に転嫁する場合と、青少年

の利用者を増やす営業政策の見地から事業

者が負担する場合がありますが、成人を含



めたすべての利用者に対象が広がる場合、

スケールメリットは相当生じるものの、ISP

事業者だけで負担しきれない金額になるこ

とが予想されます。 

海賊版サイトへのアクセス警告のために

導入する場合、このコストを誰が負担すべ

きかは議論のテーマであると考えますし、

ISP 事業者が負担するとなれば結局利用者

の通信料金に転嫁されることになります。

論点 15： その他、端末側での対応策の導

入に当たって、法的・技術的課題以外に検

討すべき事項はあるか。 

端末側でのアクセス警告方式について

も、仮に利用の対象を青少年以外に広げ、

幅広い国民に対して利用を促すのであれ

ば、その正当性を十分確保し、維持するこ

とが重要になります。 

具体的には、警告の対象となるサイトの

リストの作成、管理のための透明かつ中立

的観点からのルール作り、運営主体やオペ

レーション、コストについても十分な検討

を行う必要があると考えます。 

 

以上 


